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　今夜の共同通信など各社報道によると、福田首相は今日、来年度税制改正において消費税率引上げを見送る方針を表明したとのこと。共同通信の配信文面を抜粋引用しながら展望などしてみたい。
――　首相は、消費税率引上げについて「今すぐ上げるという話にならない。段階を追っていくことが大事だ」、「まずは（歳出の）無駄を省かなければいけない。経済成長を強化する新しい戦略も考えている」。

誰が事前レクしたかについては問わないとしても、近い将来の衆院選を見越しての認識と発言だろう。
デフレ脱却を公式に表明できない段階での消費税率引上げの意志決定は、決して望まれない別の事象をもたらす。政策的には、世界的な原油高や米国サブプライム問題の余波が予想以上に大きいことが響いたという理論立てのようだ。
歳出削減と経済成長戦略に言及しているが、歳出削減のための財源の出処は限られている。行革か道路財源ぐらいしかない。成長分野の育成には、大胆な規制緩和を実施しなければならない。いずれにも有用な手段はある。決断力はまだない。
誰も気付いていない伝家の宝刀もあるが、それを政治に抜かせる能力を持つ人の出現も、それを抜く勇気のある政治家の出現も、今しばらく待たなければならない。
――　首相は「増え続ける社会保障費を現状でカバーしていけるかをよく考え、次の段階に進む」と指摘、基礎年金の国庫負担引上げ財源の安定確保に向け、将来的には税率上げが必要との認識を明らかに。

　０９年度から数年程度であれば、その期間の年金給付に係る歳出増を賄う財源の確保は、必ずしも消費税率引上げに依らずとも可能だ。それより先の話になると、消費税率引上げが最有力であると同時に、唯一の手法と認識されるはずだ。
　年金財源論は、年金制度論を抜きにしては進まない。現在の年金財源論は、現行の年金制度を前提としている。これでは、消費税率引上げ・保険料率引上げ以外の選択肢は思い浮かばない。

制度論で考えると、全体の社会保障費全体も年金給付額も増える見通しとしていることについて、再考の余地がないとは言い切れない。増税と同じぐらいの勇気と決断力を必要とする。『逆進性』の視点からすれば、増税よりも許容可能性の高い制度変更でも良い。
巻き上げる金額を増やすか、分け与える金額を減らすか、どちらを選ぶかということである。
――　政府・与党は０７年度をめどに消費税を含む税制の抜本改革に取り組む方針を掲げ、福田政権の発足後から本格的議論。民主党は消費税率据置きを主張。政府が税率引上げ法案を提出しても、成立は困難。町村官房長官は、消費税をめぐり与野党の政策協議の場を作るよう働き掛ける考えを示した。

　民主党の出方も注目すべきだが、手詰まり感は禁じ得ない。民主党も妙案は出していない。
消費税を巡る与野党協議会が開かれるとなれば、増税時期の違いはあっても、増税そのものはコミットされることになることが予想される。それは即ち、“年金制度に限定した大連立”に他ならない。
